




















































































サンプル数 248 250 79
平均進出年月日 1993年5月1993年8月1995年3月
従業員合計（人） 70，302105，89125，795
（1社平均人数） 313．8 537．5 353．4
日本人派遣者数（人） 421 812 183
（1社平均人数〕 2．1 4．8 2．7
派遣社員比率 O．674％0，891％0，756％
業績十 54 27 6
業績± 33 21 5























































































































































































































































































































































































































































定数項 係数 相関係数 F値 サンプル数 期間
繊維産業1








　0，362（O．127） 23，927（O．183） 0，021 O．855 78 91－98
　結果は，係数がすべて正であり，年数が経過
すると親会杜の出資比率が低下するという仮説
命題とは逆になった。しかも相関係数をみると，
ほとんど無相関である。F値も悪くt値もあま
りよくないことから考えて，仮説命題3につい
ては現局面においてほとんど意味をなさないと
言わざるをえない。もっとも中国による外資へ
の開放後の日本企業による直接投資は，20年を
越えていない。日本の自動車産業による参入に
至っては90年代になってからやっと始まったば
かりである。したがって，時間がもっと経過し
た時点での仮説命題3についての採択の可能性
は残されているとも言えよう。
v　付論
　昨年秋，54歳の若さで急逝された故木下滋教
授（阪南大学）は優れた統計学者であった。故
木下教授は狭い意味での統計学者であっただけ
でなく，都市経済学や企業の海外進出など多く
の研究テーマを持っておられた。私が故木下教
授との多くの議論から頂いた学恩は計り知れな
い。そんな議論のひとつに企業の集中度の問題
がある。以下では付論として日本企業の中国進
出に関する産業別の集中度をローレンッ曲線と
ジニ係数を用いて検討してみたい。この分析方
法は，故木下教授が講義で特に熱心に強調し
ていた手法である。
　ローレンッ曲線とは，アメリカの統計学者ロ
ーレンッが分布の集中度，すなわち不均等度を
知るために考案した曲線である。最初に2変数
を選び，それぞれの度数を求め，割合を求めた
相対度数表から累積度数を計算すると，共に0
から1までの縦軸と横軸のグラフ上にその集中
度を表現することができるというものである。
　ジニ係数とは，イタリアの統計学者ジニが，
この分布の不平等度を数値として表現したもの
であり，「集中係数」（Gini’s　coe丘icient　of　con－
CentratiOn）として提唱したものである。今日
これは，45度線とローレンッ曲線で囲まれた面
積を計算することで求められるということが一
般に知られている。
　さて1中国進出企業の産業別の集中度を，す
なわち企業の大小による分布を知るために，こ
こでは資本金規模の分布をとって考えてみよ
う。対象となる3産業はいずれも裾野の広い製
造業である。繊維産業は紡績からアパレルまで
の企業を含み，電子電機産業は小さな家電部品
から大きな半導体製造までの企業を含んでお
り，自動車産業は部晶工場から，組み立て工場，
さらには本格的な一貫製造工場までを含んでい
る。これらの資本金集中度については通常ケー
ススタデイの対象になっても，一般に語るのは
難しく，統計学の援用が求められる分野であ
る。
　具体的には，それぞれ企業数と資本金の分布
の合計を計算して度数分布表を作成の上，相対
度数と累積相対度数を計算してグラフにローレ
ンツ曲線を描くことになる。完成したものが図
2である。
　図2では縦軸に資本金の累積相対度数，横軸
に企業数の累積相対度数をとっている。一見し
てわかるように，もし企業数の累積相対度数と
資本金の相対度数がすべて等しく，産業内の企
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業が分布しているとすれば，ローレンッ曲線は
45度線になる。つまり資本金規模の小さい企業
から計算して企業数が10％に達した時に資本金
の累積合計も1O％，企業数が30％に達した時に
資本金の累積合計も30％，以下50％の時に50％，
70％の時に70％という具合にすべて等しけれ
ば，すなわち資本金規模に関して企業数が完全
に平等であれば，グラフ上では45度線として描
かれることになる。逆に一部の資本金規模の大
きな企業だけに累積合計資本金が集中している
ようなケースではローレンツ曲線は企業数の軸
では伸びても資本金の軸では伸びない。従って
常に底這い状で資本金規模の大きな企業が存在
する領域から突然と資本金の軸が伸びることに
図2　中国進出企業の資本金集中度
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　　　　　　　　　　　　　企業数の累積相対度数
出所）前掲『海外進出企業総覧99』より作成。
なり，この時ローレンツ曲線は東南方に強く引
っ張られる形状となる。
　図2では企業数が90％ラインに達する時，3
産業とも資本金累計は60％ラインに到達してい
ない。このことは企業数にして10％に満たない
一部の企業が，資本金の投資全体の40％以上を
占めていることを表している。これが資本金に
関する集中度である。企業数の累積度数が90％
ラインに達するまで，資本金の累積度数は，一
貫して，繊維産業＞白動車産業＞電子電機産業
の順である。このことは繊維産業が他の2産業
に比し，資本金の集中度が低いことを表してい
る。また企業数の累積度数が90％を越えた領域
では，一貫して，自動車産業＞電子電機産業で
あることから電子電機産業は自動車産業よりも
資本金の集中度が大きいということがわかる。
　次にジニ係数について調べてみよう。企業の
相対度数X，資本金の累積相対度数をY，45度線
とローレンツ曲線に囲まれた面積をλとおくと，
λ＝1／2＊　11一ΣXi（Yi＋YH）1
である。ジニ係数（G）は，これを2倍したも
のであり，1から0までの値となる。1に近づ
けば，集中度が増し，Oに近づけば平等度が増
す。
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0＜G＝2λ＜1
　実際に計算してみると，λを求めるための右
辺第2項である1／2＊ΣXi（Y≡十Yi．1）とは台
形面積の連続であり，コンピュータを用いて計
算すれば結果を得るのが容易であることがわか
る。3産業のジニ係数は以下のような結果を得
る。
繊維産業（G）1O．572＜自動車産業（G）
　0，607＜電子電機産業（G）：0．663
　このことから繊維産業の資本金規模の集中度
がいちばん小さく，自動車産業と電子電機産業
では微妙に電子電機産業の方が大きい。実際，
個別データの確認をすると，松下電器やキャノ
ンの投資した資本金額はホンダ技研やいす“自
動車よりも大きく，産業内部での大企業の集中
度を増すことになっているのである。
　　　　　　　　　〔付記〕
　本稿執筆の契機は，昨年秋に急逝された故木下滋教
授（経済統計学専攻）と筆者の間で97年秋に交わされ
た中国経済に関する議論に負っている。ここに改めて
故木下教授の在りし日の学間的情熱を偲び，追悼の意
を表する次第である。むろん，あり得べき誤りはすべ
て筆者の責任である。
　また本稿執筆にあたり，同僚の中川涼司，石井雄二
の両先生にも資料提供その他でお世話になった。さら
に研究面では，藤沢武史（関西学院大学），杉田俊明
（甲南大学）らをはじめ多国籍企業研究会における研究
仲間，先生方から大いに刺激を受けた。記して感謝し
たい。
　末尾になるが，生後10ヶ月になる長男道紀の世話を
ろくにしてやれず，日々大変迷惑をかけている妻俊子
に特別に謝辞を捧げたい。
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